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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向調査 （平成26年7～9月期実績、平成26年10～12月期見通し） 

●北海道の特許出願事情と特許権取得の意義～食料品製造業を中心に～ 

●「ユジノサハリンスク道北物産展2014」から見たロシアへの食品輸出について 
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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品を中心に大型小売店販売額が前年実績を上回るな

ど、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響が薄れている。住宅投資は、駆け込み需要

の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。設備投資は、伸び悩んでいる。公共投資

は、前年を下回っている。観光は、国内客が横ばいながらも海外客が増加している。輸出

は、北米向けなどが増加したが、大洋州向けなどが減少した。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は、負債金額は増加したが、件数は減少している。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～２か月連続で増加

８月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋２．５％）は、２か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋０．５％）は、飲食料品、

その他の品目が前年を上回った。スーパー

（同＋３．０％）は、衣料品が前年を下回った

が、飲食料品、身の回り品、その他の品目が

前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．４％）

は、１１か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～５か月連続で減少

８月の乗用車新車登録台数は、１１，７３７台

（前年比▲８．３％）と５か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲０．３％）、

小型車（同▲１３．０％）、軽乗用車（同

▲９．６％）、いずれも減少した。

４～８月累計では、７３，５９４台（前年比

▲５．８％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲３．９％）、小型車（同▲８．０％）、

軽乗用車（同▲４．８％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 

8

千戸 ％ 

0

1

2

3

4

-40

-20

20

0

40

76543226/1121110925/8

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

%千� 

製造業 非製造業 

-100

0

100

400

300

200

0

50

100

150

250

200

876543226/1121110925/8

前年比（右目盛） 

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

③札幌ドーム来場者～３か月ぶりに増加

８月の札幌ドームへの来場者数は４０２千人

（前年比＋１７．３％）と３か月ぶりに前年を上

回った。内訳はプロ野球が２９４千人（同

＋１７．８％）、プロサッカーが２１千人（同全

増）、その他が８７千人（同▲６．８％）だった。

プロ野球、プロサッカーとも、試合数が増加

した。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

２９，４２４人（前年比＋６．０％）、プロサッカーが

１０，５０５人（同全増）だった。

④住宅投資～８か月連続で減少

８月の新設住宅着工戸数は、２，８２２戸（前

年比▲１９．０％）と８か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲２４．２％）、

持家（同▲１４．６％）、分譲（同▲１２．７％）い

ずれも減少した。

４～８月累計では、１４，６９０戸（前年比

▲１０．３％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲２１．９％）、貸家

（同▲２．３％）、分譲（同▲２．１％）いずれも減

少している。

⑤民間設備投資～２か月連続で減少

８月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１５９，８４１㎡（前年比▲９．７％）と２か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６２．４％）、非製造業（同▲４．３％）とも、前

年を下回った。

４～８月累計では、９６３，１１９㎡（前年比

▲４．６％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋３．０％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲５．３％）は

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～３か月連続で減少

９月の公共工事請負金額は、６７７億円（前

年比▲２３．１％）と３か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、北海道（前年比▲３８．７％）、

国（同▲２１．９％）、市町村（同▲２１．９％）い

ずれも前年を下回った。

４～９月累計では、請負金額６，８８０億円

（前年比▲２．０％）と前年を下回って推移して

いる。

⑦来道客数～３か月連続で前年を下回る

８月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３９６千人（前年比▲１．９％）と３か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲０．４％）、JR（同▲９．６％）、フェ

リー（同▲７．３％）いずれも前年を下回っ

た。

４～８月累計では、５，４０５千人と前年を

０．９％下回っている。

⑧外国人入国者数～１９か月連続で増加

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８５，５４７人（前年比＋２５．８％）と１９か月連

続で増加した。４～８月累計では、３４７，３５１

人（前年比＋２６．６％）と前年を上回って推移

している。

８月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ１７．９％増加した。路線別では、ソウ

ル線、バンコク線などが増加した。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑨貿易動向～輸出は２か月ぶりに減少

８月の道内貿易額は、輸出が前年比４．１％

減の３５０億円、輸入が同３６．５％減の１，０５５億円

となった。

輸出は魚介類及び同調製品などが増加した

が、鉱物性タール及び粗製薬品、船舶などが

減少し、２か月ぶりに前年を下回った。輸入

は製油所の再編から原油及び粗油が大幅に減

少するなどし、５か月連続で前年を下回っ

た。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに低下

８月の鉱工業生産指数は９６．６（前月比

▲１．８％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲４．８％と５か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、石油・石炭製品

工業など５業種が上昇したが、電気機械工

業、食料品工業、パルプ・紙・紙加工品工業

など１１業種が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８５倍（前年比＋０．１１ポイント）と５５か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比２．２％の増加とな

り、５５か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋１３．２％）、

医療・福祉（同＋７．４％）、宿泊業・飲食サー

ビス業（同＋１４．３％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～７か月連続で上昇

７月の名目賃金指数は、現金給与総額が

１０９．５（前年比＋５．３％）となり、７か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０２．２（同＋５．０％）と

なり、７か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

９月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

▲４．５％）、負債総額が７４億円（同＋６７．１％）

となった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

たが、負債総額は２か月連続で前年を上回っ

た。

業種別では、小売業が６件、卸売業、サー

ビス・他がそれぞれ４件などとなった。

⑭消費者物価指数～１６か月連続で上昇

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．９（前年比＋３．６％）と、１６か

月連続で前年を上回った。

費目別では、食料（前年比＋４．９％）、光

熱・水道（同＋７．４％）、教養・娯楽（同

＋４．８％）など、１０大費目のすべての費目で

前年を上回った。

道内経済の動き
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H２０．９ 
リーマンショック 

H２３．３ 
東日本大震災 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

H２ ０ ． ７ 
北海道洞爺湖 
サミット 

原油価格 
の高騰 

１．平成２６年７～９月期 実績

前期に比べ、利益DI（△１７）は３ポ

イント上昇したものの、売上DI（△

１１）は１ポイント低下した。ともに前回

見通し（売上DI△１、利益DI△８）を

下回り、消費増税後の業況回復は遅れて

いる。

２．平成２６年１０～１２月期 見通し

売上DI（△９）は２ポイント上昇、

利益DI（△１７）は横ばいの見通しであ

る。原料高や人手不足への懸念などか

ら、今後の業況については慎重な見方が

強い。

定例調査

消費増税後の業況回復に遅れ
第５４回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５４回定例調査
（２６年７～９月期実績、２６年１０～１２月期見通し）
回答期間
平成２６年８月中旬～９月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６６ １００．０％
札幌市 １８６ ３９．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８７ １８．７
道 南 ４９ １０．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７０ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １５．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７００ ４６６ ６６．６％
製 造 業 ２０７ １２５ ６０．４
食 料 品 ７５ ４７ ６２．７
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２２ ６４．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３６ ６２．１
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２０ ５０．０
非 製 造 業 ４９３ ３４１ ６９．２
建 設 業 １２７ ９８ ７７．２
卸 売 業 １０６ ７５ ７０．８
小 売 業 ９２ ５９ ６４．１
運 輸 業 ５０ ３８ ７６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８３ ５０ ６０．２

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２６年７～９月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２６年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

２６年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

全産業 個人消費関連の業種中心に業況は低調 △１０ △１１ △９ △２０ △１７ △１７

製造業 食料品加工の不振が響く △９ △６ △４ △２０ △７ △８

食料品 水産加工は低調。製菓業の一部には明
るさも △２７ △１７ △１１ △３４ △１１ △４

木材・木製品 反動減や輸入原材料価格上昇の影響で
苦戦 △１８ △９ △９ △２７ △３３ △１９

鉄鋼・金属製品・機械 金属製品は売上・利益とも増加基調維
持 ２７ ８ ９ ８ １４ △６

非製造業 小売、観光関連が落ち込み △１１ △１３ △１１ △２０ △２１ △２０

建設業 売上は伸び悩み。人件費等も上昇 １２ △１ △１１ △１ △８ △２２

卸売業 建材卸、機械卸が持ち直す。食品卸は
不振 △２４ △７ △７ △２５ △１３ △１５

小売業 自動車販売、燃料店などが不振 △２１ △２９ △１０ △３４ △３４ △１５

運輸業 単価は上昇基調も、収益環境は依然厳
しい △３１ △５ △５ △３４ △１１ △１６

ホテル・旅館業 天候不順で国内客が伸び悩む △４３ △３３ △４３ △５２ △５５ △５０

調 査 要 項

定例調査
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食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品 

運輸業 

鉄鋼・金属製品・機械 

ホテル・旅館業 

＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

  

11 適正 83 6

11 82 7

12 82 6

32 59 9

94 6

95 5

12 82 6

1 88 11

25 74 1

13 84 3

96 4

10 85 5

11 81 8

6 8 8

5 8 10

14 12 12

5 0 23

△ 3 10 3

0 5 6

6 8 7

△ 8 △ 4 △ 6

23 21 25

19 13 11

△13 0 △ 5

6 △ 5 0

4 10 0

5

4

6

23

△ 6

△ 5

6

△10

24

10

△ 4

5

3

0

2

0

18

△ 6

0

0

△ 8

9

2

△13

5

0

25/10～12
在庫DI

26/1～3
在庫DI

26/4～6
在庫DI 在庫DI 在庫DI

40 33 34

39 29 34

45 31 29

25 17 38

44 26 33

33 45 42

40 35 34

36 25 27

20 23 29

43 31 29

50 59 52

45 32 48

57 54 42

25/10～12
実施企業

26/1～3
実施企業

26/4～6
実施企業

6 適正 88 6

9 84 7

9 82 9

23 72 5

94 6

5 90 5

6 88 6

3 86 11

12 85 3

7 88 5

87 13

5 95

5 90 5

実施 39 実施せず 61

43 57

45 55

32 68

43 57

50 50

38 62

31 69

33 67

36 64

55 45

29 71

52 48

32 39 29

36 35 29

42 31 27

33 43 24

28 36 36

37 32 31

30 41 29

19 46 35

18 51 31

41 39 20

51 24 25

24 33 43

47 30 23

26/7～9実績 26/10～12見通し

26/7～9実績 26/10～12見通し

過多 過少 過多 過少

実施 実施せず 未定
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％ 

0
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70
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17年 

4～61～3 7～9 7～910～12

16年 

4～6 7～9 10～12

18年 

4～61～3 1～37～9 10～12

19年 

4～61～3 7～9 10～12 10～12 10～12 10～12 10～12 10～12 1～310～12 4～67～9 7～94～6 4～67～91～3

20年 

1～34～6 4～6 1～34～6 7～9 7～91～3 1～3

21年 22年 23年 24年 25年 26年 

4～6 7～9

人件費増加 
売上不振 

人手不足 
諸経費の増加 

過当競争 

原材料価格上昇 

＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５３％） △５ 木材・木製品（６８％）、運輸業（６５％）など、原価上昇懸念は引き続
き強い

�人手不足（４９％） ＋９ ８業種で前回より上昇。特に建設業（８２％）は人手不足感が一層強ま
る

�諸経費の増加（４４％） ＋１ 運輸業（６８％）は労働時間規制強化への対応などにより１５ポイント上
昇

�売上不振（３４％） ＋５ ホテル・旅館業（６７％）、木材・木製品（５５％）で大幅に上昇

�人件費増加（２９％） △１ ほぼ横ばいで推移。ホテル・旅館業（４３％）、運輸業（３０％）でウェ
イト高まる

�過当競争（２５％） △８ 低下傾向が続く。小売業（４０％）、卸売業（３４％）では比較的ウェイ
ト高い

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５３
（５８）

①
６２
（７２）

①
６２
（７４）

①
６８
（７３）

①
５０
（６５）

①
８０
（７９）

②
５０
（５３）

②
５９
（６６）

②
４７
（５４）

①
４３
（３７）

②
６５
（７２）

②
５７
（５７）

２９
（３２）

�人手不足
②
４９
（４０）

３９
（２８）

③
４９
（４１）

２３
（２３）

②
４２
（２４）

３０
（１１）

①
５３
（４５）

①
８２
（７２）

２６
（２１）

３８
（３１）

③
５１
（５３）

③
５２
（４８）

①
５４
（４１）

�諸経費の増加
③
４４
（４３）

②
４５
（４８）

②
５７
（６０）

③
３２
（３６）

③
３６
（３５）

③
４５
（５８）

③
４４
（４２）

３０
（３１）

①
５１
（３７）

３８
（４２）

①
６８
（５３）

４８
（７４）

②
４８
（４５）

�売上不振 ３４
（２９）

③
４０
（３２）

３８
（４３）

②
５５
（２７）

２５
（２４）

②
５５
（２６）

３２
（２８）

２６
（２１）

③
３４
（３９）

②
４１
（３３）

２４
（１６）

①
６７
（４４）

２３
（２１）

�人件費増加 ２９
（３０）

２２
（３４）

２８
（３８）

１８
（２７）

１７
（４１）

２０
（２１）

３２
（２９）

③
３４
（３８）

２２
（１６）

２８
（２９）

３０
（２２）

４３
（３０）

③
４４
（３２）

�過当競争 ２５
（３３）

１６
（１８）

１５
（１９）

１８
（１４）

１４
（１４）

２０
（３２）

２９
（３８）

３３
（４６）

③
３４
（３７）

③
４０
（５２）

８
（６）

１９
（２６）

２１
（３８）

�販売価格低下 １１
（１１）

１４
（１０）

１１
（１４）

１４
（－）

１９
（１１）

１５
（１１）

９
（１２）

７
（９）

１５
（１５）

１７
（１２）

３
（６）

－
（２６）

４
（１１）

	価格引き下げ要請 ９
（９）

１０
（１１）

９
（７）

５
（５）

２２
（２４）

－
（－）

８
（８）

７
（９）

１９
（１６）

７
（４）

３
（３）

５
（４）

２
（５）


資金調達 ５
（６）

６
（７）

９
（２）

９
（９）

３
（１１）

５
（５）

５
（６）

４
（３）

３
（８）

７
（８）

５
（９）

１０
（－）

４
（５）

�設備不足 ５
（４）

６
（７）

４
（１０）

－
（５）

１７
（８）

－
（－）

５
（４）

２
（１）

４
（３）

２
（４）

１１
（６）

１９
（１７）

２
（－）

�代金回収悪化 ２
（２）

２
（１）

２
（２）

５
（－）

３
（－）

－
（－）

２
（３）

－
（１）

５
（９）

２
（－）

－
（３）

－
（－）

２
（－）


その他 ４
（３）

６
（５）

６
（５）

－
（５）

８
（５）

５
（５）

３
（２）

２
（２）

４
（５）

３
（－）

－
（－）

１０
（－）

－
（４）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２５年
１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２５年
１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２５年
１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 １９ １７ △１０ △１１ △９ １ ５ △２０ △１７ △１７ ４０ ３３ ３４ ３９ ３２（２９）

札幌市 ２６ ２５ △３ △２ △４ ４ １０ △１７ △７ △１０ ４２ ３６ ３９ ４６ ４３（２１）

道 央 ２２ ８ ５ △１２ △７ ３ ０ △１２ △１３ △１９ ４０ ２８ ３９ ４４ ２６（３１）

道 南 △９ △１４ △３４ △２７ △３１ △１２ △２６ △４３ △２６ △３１ ２２ ３２ １９ ２７ ２５（２７）

道 北 ２９ ２３ △１３ △１０ △４ ２ ８ △１４ △２６ △２０ ４７ ３２ ３１ ３３ ２６（４５）

道 東 １ １９ △３１ △２６ △１２ △４ １１ △３３ △３３ △２２ ３６ ３３ ２９ ３２ ２１（３４）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、売上DI・利益DIとも前回調査時の見通しを下回りました。夏場の天候

不順も響き、個人消費関連の業種を中心に業況回復の足取りは重いようです。電気料金の引

き上げが経営に与える影響を懸念する声もみられるようになってきました。人件費などのコ

ストも上昇しており、利益確保が引き続きの課題です。観光関連業種などでは、増加してい

る外国人観光客の需要を今まで以上に取り込んでいくこともカギになりそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 消費税率引き上げの影響に

よる売上減少は一段落した感があるが、今後

売上が回復するかどうかは判然としない。一

方で、電気料金や人件費の上昇が経営に与え

るマイナスの圧力はますます増えている。

＜製菓業＞ 主力販売先である量販店の売上

が回復していない。消費税率引き上げに加

え、原料高による価格改定も同時に行ってい

るため、１０％以上の値上げになっていること

が大きいと考えている。観光土産店等へアプ

ローチし、量販店以外の販路開拓を進めてい

く。

＜製菓業＞ 外国人観光客数が増えるに伴

い、空港免税店の売上が増加して業績を押し

上げている。一方で、国内客のウェイトが高

いと見られる道内観光地等の売上は低調で、

当面はこの傾向が続くだろう。

＜酒類製造業＞ 原材料費やエネルギー価格

が上昇している。工場稼働計画を見直して、

コストを意識した生産体制を構築するととも

に、在庫を細部にわたり見直して製造原価を

抑え込む必要がある。

＜製材業＞ 製材の納入先からは値下げ要請

を受けている。付加価値を高めた商品を提案

して、価格下落を抑える努力をしていく。

＜製材業＞ 円安も加味された輸入原材料の

高騰は相変わらずで、価格が下がる様子はな

い。輸入原材料の動向については国際情勢に

左右されるので、当社のみの力では如何とも

しがたい。

＜機械器具製造業＞ 売上、利益ともに緩や

かに増加するものと思われるが、原価管理の

徹底を図り、利益向上を目指した生産管理の

構築が必要。

＜金属製品製造業＞ 売上、利益とも順調で

設備が足りないが、先行きが不透明な昨今で

は安易に設備投資を行うことができない。営

業活動を強化し、結果が伴えば新たな設備投

資や増員も考慮していく。

＜印刷業＞ 道内は印刷需要が減少して過当

競争気味になっている。得意な分野に絞り込

んだ営業を展開して、独自色を出していかな

ければ、今後は利益も上げられないだろう。

経営のポイント

外国人観光客の需要取り込みがカギ
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 人手不足や資材価格等の上昇か

ら、工期が延びて利益率の低下を余儀なくさ

れている。今期の売上見通しは立っているも

のの、来年度から公共工事がどのように推移

するか不透明であり、不安が残る。

＜建設業＞ 公共工事予算は確保されている

が、業界の過当競争体質に変化なく利益面は

今後も厳しい状況が続くだろう。安値受注を

余儀なくされる例も多く、利益率を重視した

営業推進への転換が引き続きの課題。

＜建設業＞ 年度半ば以降の発注工事につい

て、技術者不足から思い切った価格提示がで

きずに苦戦しており、これからは前年並みの

業績を挙げることが厳しいと思っている。

＜住宅建築業＞ 昨年は、消費税引き上げ前

の駆け込み需要により７～９月期に売上が伸

びたが、今年はこれまでのところその勢いは

全く感じられず、キャンペーン等の売上挽回

策を講じている。

＜住宅建築業＞ 専門職である職人が不足か

つ高齢化が進んでおり、将来の大きな不安要

素の一つである。所得や職場環境が厳しいた

め若手が育たない現状を改善することが急

務。

＜左官工事業＞ 工事量が増加しているが、

人件費や外注費が増加しているため、大幅な

利益増加にはならない。しかし、職人の賃金

が底上げされていることは良い傾向だと思

う。

＜農産品卸売業＞ 電気料金値上げや、原油

価格高騰による運賃や暖房費の増加が予想さ

れ、販管費増加分をどの程度吸収できるかが

今後の大きな課題となる。

＜食料品卸売業＞ パート求人に対する応募

状況が悪くなっており、労働力確保のため時

給は着実に上がっている。

＜鋼材卸売業＞ 消費税率引き上げ前の駆け

込み需要の反動減により一時売上が減少した

が、現在は回復している。ただし、単価が低

下していることから、個社別に取引の見直し

を行い利益率の向上を図る。

＜鋼材卸売業＞ 物流コストを始めとした諸

経費が増大している。仕入先や運送会社との

間の配送体制の再構築を検討している。

＜鋼材卸売業＞ 工事案件はあるものの、進

捗遅れにより資材の販売も停滞している。雇

用に関しては、就職希望者の売り手市場であ

るので、人件費の増加は避けられない。

＜機械器具卸売業＞ 消費税率引き上げによ

る反動減のほか、手元資金を貯めておく動き

もあり、設備投資意欲にやや陰りがみられ

る。利益率も前期に比べて低下しており、外

注コストの削減等でカバーしている。

＜包装資材卸売業＞ 既に市場は飽和状態に

あり、限られたパイを奪い合う構図となって

いる。当社では比較的取引先数が多いことか

ら、訪問頻度の少ない先や疎遠になっている

先を再度掘り起こして、間口を狭めないよう

に努めていく。

経営のポイント

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号
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＜大型小売店＞ 増税後の反動減からの回復

状況には立ち遅れ感がある。しかし、観光は

底堅く、企業倒産も前年を下回るなど秋口以

降に回復軌道に乗ることが期待され、また、

外国人観光客に対する免税制度の改正もプラ

ス要因と見ている。

＜コンビニエンスストア＞ 天候が悪く行楽

に伴う商品の売れ行きは鈍い。たばこの値上

げ、増税による喫煙者の減少に加え、出店数

の増加により過当競争となっている。

＜燃料小売業＞ 石油価格の高止まりが続

き、ユーザー自身がガソリン等の節約を図っ

ている。

＜家具店＞ 住宅着工件数が減少している

が、早期回復は無いものと考えている。ただ

し、販売量は減ったが、高単価の商品でも引

き合いはあるので、先行きすべてが悲観的で

はない。

＜スポーツ用品店＞ 消費税とともに、燃料

費や食品などの物価上昇によって生活防衛の

意識が高くなり、なかなか売上が伸びないこ

とから、仕入も慎重にせざるを得ない。

＜運輸業＞ デジタルタコメータやドライブ

レコーダーの設置などの省燃費対策を採り入

れているが、収益面の厳しい状況は続いてい

る。また、人手不足により受注を断っている

ことから、人件費を見直すも採用状況は良く

なっていない。

＜運輸業＞ 昨年からの値上げ施策が浸透し

運賃単価は上がってきている。しかし、乗務

員に対する運行管理基準の運用が厳しくなり

人件費の上昇圧力が強くなっていることや、

燃料費等の経費が高止まりしたままであるこ

とから、利益確保に苦慮している。

＜運輸業＞ 燃料価格の高止まりや、コンプ

ライアンス強化によるコスト増、およびドラ

イバー不足による人件費増加など、三重苦の

状況であり、運賃転嫁と人材育成が喫緊の課

題。

＜観光ホテル＞ 個人客のニーズの変化への

対応が不足しているほか、スタッフのスキル

低下、原油高や電気代の増加による収益への

悪影響が問題で、対策として節電の徹底や社

内教育体制の改善が必要。

＜建設コンサルタント＞ 人手不足の影響に

より人件費および外注費が増加し、利益が期

待したほど伸びていない。研究開発等も積極

的に行い、付加価値の高いサービスを提供し

て売上と利益の確保に努める。

＜倉庫業＞ 電力料金値上げに伴う経費増加

により業績悪化が懸念される。修理、更新の

際には一部の設備を省電力のものに切り替え

ているが、電力料金値上げの影響の方が大き

く、更なる対応を検討している。

経営のポイント
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

Rank 都道府県名 件数
１ 東 京 １３９，６０３
２ 大 阪 ３７，４９１
３ 愛 知 ２７，０８４
４ 神 奈 川 １６，３４３
５ 京 都 ８，７５４
… … …
２５ 北 海 道 ６６８
… … …
４３ 青 森 １２４
４４ 沖 縄 １２２
４５ 長 崎 １１７
４６ 鳥 取 １１６
４７ 秋 田 １０６

合 計 ２７１，７３１

［表１］
［平成２５年度都道府県別特許出願数］

参考：特許行政年次報告書２０１４年版（特許庁）

「一体、特許を取ることが自社にとって何かの役に立つのだろうか」とお考えになったことが

ある方は多いのではないでしょうか。

本稿では、１北海道の特許出願事情、２食料品製造業における特許訴訟を通じ、とりわけ北海

道の企業にとって、特許にどのような意義があると考えればよいかをご説明します。

１ 北海道の特許出願事情

（１）特許出願動向

平成２５年度の日本国内における特許出願総数は合計で約３３万件でした。このうち、日本人によ

る特許出願は約２７万件です。

日本人による特許出願数の都道府県別内訳は、下記表１の通りです。

表１を見ると、北海道の出願数は４７都道府県中、２５位であることが分かります。東京がダント

ツで１位であり、大阪、愛知等が続いています。出願数のみでみると、北海道は全都道府県中の

中程に位置しており、まずまずであるようにも思われます。

ところが、特許出願数を都道府県別の人口比で表すと、上記とは異なる状況が表れてきます。

表２は、人口千人当たりの特許出願数を示しています。

経営のアドバイス

北海道の特許出願事情と特許権取得の意義
～食料品製造業を中心に～

特許業務法人梶・須原特許事務所 札幌富田事務所
支所長 弁理士 富田 尊彦
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表２を見ると、北海道の人口千人当たりの特許出願数は４７都道府県中、４１位であることが分か

ります。このように、人口規模との関係でみると、北海道の特許出願数のランクがワースト１０に

入っていることになります。

（２）北海道の産業動向と特許出願

表２に示すように北海道の人口比特許出願数が低いことには、どのような理由があるのでしょ

うか。

特許庁が行った平成２４年度知的財産活動調査※１によると、調査対象となった全国の事業者のう

ち、製造業及び非製造業を合わせた全体の特許出願数は約１５万件であるのに対し、非製造業の特

許出願数は６，２３５件となっています。本調査は、出願人に調査票を郵送し、任意で回答してもら

う方法でなされたことから、調査票の回収率に多少なりとも偏りが生じている可能性がありま

す。しかしながら、その偏りを差し引いても、出願数にこれだけ圧倒的な差があることから、特

許出願の大半を第２次産業が担っていると考えられます。これに対し、周知の通り、北海道は第

２次産業の規模が比較的小さくなっています（表３）。

このように、北海道の人口比特許出願数が低い第１の理由として、特許出願数の中核を担うべ

き第２次産業の規模が、北海道において小さいことにあると思われます。

Rank 都道府県名 人口千人当たりの出願数
１ 東 京 １０．４９６
２ 大 阪 ４．２３７
３ 愛 知 ３．６３９
４ 京 都 ３．３４５
５ 神 奈 川 １．８００
… … …
４１ 北 海 道 ０．１２３
４２ 岩 手 ０．１２０
４３ 鹿 児 島 ０．１１４
４４ 秋 田 ０．１０１
４５ 青 森 ０．０９３
４６ 沖 縄 ０．０８６
４７ 長 崎 ０．０８４

全 国 ２．１３５

［表２］

※１ 平成２２（２０１０）年に特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願、及び商標登録出願のいずれかを５件以上行っ
た我が国の個人、法人、又は大学等公的研究機関（以下、単に「企業等」という。）６，３０９人を調査対象としてなされ
た。調査票の有効回答数は３，１１９であった（参考：特許庁HP）。
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全国 北海道

第１次産業 １．１ ３．７

第２次産業 ２３．４ １６．３

第３次産業 ７５．１ ８０．０

［表３］平成２２年度総生産の産業別構成（％）

参考：「目で見る北海道産業（平成２５年度版）」北海道経済産業局
※ 産業別構成比の合計が１００％にならないのは、「輸入品に課される税等」の調整項目の関係による。

■ 食料品 33.0

■ 金属製品 10.5

■ 窯業･土石製品 7.7

■ 印刷･同関連業 7.0

■ 木材･木製品(家具を除く) 6.3

■ 家具･装備品 4.4

■ 生産用機械器具 4.2

■ 繊維工業 3.3

■ 飲料･たばこ･飼料 3.1

■ プラスチック製品（別掲を除く） 2.8

■ 輸送用機械器具 2.4

■ はん用機械器具 2.2

■ 鉄鋼業 1.8

■ パルプ･紙･紙加工品 1.7

■ 化学工業 1.7

■ 電気機械器具 1.3

■ 食料品 12.8

■ 金属製品 12.7

■ 生産用機械器具 9.2

■ 繊維工業 7.2

■ プラスチック製品（別掲を除く） 6.2

■ 印刷･同関連業 6.1

■ 輸送用機械器具 5.2

■ 窯業･土石製品 4.8

■ 電気機械器具 4.4

■ はん用機械器具 3.3

■ 家具･装備品 3.0

■ パルプ･紙･紙加工品 2.9

■ 木材･木製品(家具を除く) 2.9

■ 電子部品･デバイス･電子回路 2.3

■ 化学工業 2.2

■ 鉄鋼業 2.1

［図１］産業中分類別事業所数の全体に対する割合（％）

北海道 全国

第２の理由として、第２次産業の中心となる製造業自体の産業構造にも原因があるとも考えら

れます。例えば、上記の平成２４年度知的財産活動調査によると、調査対象となった事業者のう

ち、食料品製造業者の特許出願数は、１事業者につき平均７件であるのに対し、電気機械製造業

者の特許出願数は、１事業者につき平均約１５１件です。このように、一般的に食料品製造業者の

特許出願数は少なく、電気機械製造業者の出願数は多い傾向が見られます。

事業所数に関して、製造業に占める食料品の事業所数の割合は、下記図１に示すように、北海

道３３．０％、全国１２．８％となっています。一方、製造業に占める電気機械器具の事業所数の割合

は、北海道１．３％、全国４．４％となっています。つまり、北海道は、一般的にあまり特許出願しな

いと考えられる食料品の事業所数が多く、逆に、一般的に特許出願が多いと考えられる電気機械

器具の事業所数が少ないのです。

上記は、特許出願数の傾向が典型的に表れた２業種についてのみ考慮に入れており、製造業の

産業構造全体について考慮したわけではありませんが、北海道の特許出願数が少ない理由を産業

構造自体に求める考え方も無視できないように思われます。

参考：総務省統計局「都道府県、製造業の産業中分類別事業所数」

www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y０８０５０００．xls
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２ 食料品製造業における特許訴訟

（１）食料品製造業と特許

北海道の製造業の事業所数を多く占める食料品関係の分野は、上記の通り、特許出願数が少な

いことが統計上言えそうですが、実務上においても、食料品製造業の分野では特許出願を重視し

ない場合もあるように思われます。

例えば、食料品メーカーの技術者に商品開発について話を聞くと、食料品関係の商品は職人さ

んの腕が重要であることを強調されることがよくあります。つまり、食料品関係の商品を製造す

るためには、職人さんの腕が重要であり、レシピやマニュアルだけではモノづくりができないと

いうことのようです。このように、言葉では言い表せない知識であって、いわゆる職人技のよう

な、人に属するしかない知識のことを「暗黙知」と呼ぶ場合があります。これに対して、言葉に

よって人に説明できる知識は「形式知」と呼ばれます。

一方、特許出願を行うためには、特許を受けようとする技術内容を言葉で説明することが必須

となります。つまり、特許出願の対象はそもそも「形式知」であって、「暗黙知」ではありませ

ん。したがって、「暗黙知」が「形式知」より優先する食料品製造業においては、技術がないと

いうわけではないのですが、特許出願に適した技術ではない、という認識がなされることもある

ようです。

それでは、食料品の製造業は、特許とあまり関係のない分野と考えてしまってよいものでしょ

うか。実は、決してそんなことはありません。以下にご紹介するのは、食料品の製造業で特許に

まつわる争いが生じた実例です。

（２）「切り餅事件」～食料品分野の特許訴訟

・東京地方裁判所：平成２１年（ワ）第７７１８号特許権侵害差止等請求事件

・知的財産高等裁判所：平成２３年（ネ）第１０００２号特許権侵害差止等請求控訴事件

「切り餅事件」として知られる本件事案は、食料品メーカーであるS社が製造・販売する商品

である「切り餅」について、特許第４１１１３８２号を保有するE社が、当該特許に係る特許権の侵害

を裁判所に申し立てたことにはじまります。

E社が保有する特許第４１１１３８２号とは、以下の内容を有する特許です。
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［図２］ ［図３］

［特許第４１１１３８２号］特許請求の範囲

【請求項１】

焼き網に載置して焼き上げて食する輪郭形状が方形の小片餅体である切餅の載置底面又は

平坦上面ではなくこの小片餅体の上側表面部の立直側面である側周表面に、この立直側面に

沿う方向を周方向としてこの周方向に長さを有する一若しくは複数の切り込み部又は溝部を

設け、この切り込み部又は溝部は、この立直側面に沿う方向を周方向としてこの周方向に一

周連続させて角環状とした若しくは前記立直側面である側周表面の対向二側面に形成した切

り込み部又は溝部として、焼き上げるに際して前記切り込み部又は溝部の上側が下側に対し

て持ち上がり、最中やサンドウイッチのように上下の焼板状部の間に膨化した中身がサンド

されている状態に膨化変形することで膨化による外部への噴き出しを抑制するように構成し

たことを特徴とする餅。

（請求項２省略）

この特許の概要は、下記図２のように角型の切り餅の側面（側周表面）に切り込み（溝）を設

けることで、切り餅を焼いた時に、下記図３のように切り込みより上部が下部に対して持ち上が

り、「最中やサンドウィッチのように」切り込みに沿って切り餅を膨らませることができるとい

うものでした。誰しも経験のあるように、切り込みのない切り餅は焼いた時にどの部分から膨ら

むか分かりません。勝手気ままな位置から膨らむので、焼き上がりはどうしても不恰好なものに

なります。これに対し、本特許によれば、焼いて膨らむ際に切り込みに沿ってきれいに膨らませ

ることができるため、きれいに切り餅が焼き上がるというわけです。
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［図４］

引用：平成２３年（ネ）第１０００２号 特許権侵害差止等請求控訴事件中間判決

［図５］

一方、S社の商品は下記図４の通りでした。

E社の上記特許権は、表面に溝が形成された角型の切り餅に関するものです。また、S社の商

品も同じく、表面に溝が形成された角型の切り餅です。そして、このようなE社の特許権の効力

がS社の同様の商品に及ぶか否かが争われたのです。

（３）事件の争点と結論

ある商品に特許権の効力が及ぶか否かは、特許権の「請求項」に記載された内容にその商品が

該当するか否かによって判断されます。請求項に記載された内容のすべてに商品が該当すれば、

その商品は特許権の権利範囲に属し、効力が及ぶこととなります。

例えば、下記図５のように、請求項１の記載内容を４つに分け、それぞれについてS社の商品

が該当するか否かを判断します。
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上記（１）～（４）において明らかであるのは、特許権の権利範囲に属するというために、少

なくとも切り餅の側面に切り込み部か溝部が形成されている必要があることです。そして、S社

の商品がこの条件を満たすことも明らかです。

一方、裁判において特に争いとなったのは、（２）の「載置底面又は平坦上面ではなく」との

記載部分をどのように解釈すればよいかということでした。１つの解釈は、この記載部分が「切

り餅の底面や上面に溝が形成されていないこと」を意味するというものです。このような解釈に

よれば、上面及び底面に切り込み部が形成されたS社の商品は、この記載部分が示す内容には該

当しません。請求項の記載に一部でも該当しなければ、その商品は特許権の権利範囲には属しま

せん。したがって、上記のような解釈がなされると、S社の商品は特許権侵害には当たらないこ

ととなります。

これに対し、別の解釈によれば、「載置底面又は平坦上面ではなく」は、単に「側周表面に切

り込み部又は溝部を設けている」という内容を強調するためのものであるとも考えられます。つ

まり、この記載部分は、切り餅の底面や上面に切り込み部又は溝部を設けていることを表してい

ないという解釈です。この解釈によれば、S社の商品は、上面及び底面に切り込み部が形成され

ているといえども、請求項の記載が示す内容に該当し、特許権侵害に当たることになります。こ

のように、特許における文章は、その解釈ひとつで特許権の内容を全く異なる内容に変えてしま

う、極めて重要なものであることがお分かりいただけるでしょうか。

結局のところ、知的財産高等裁判所は、上記記載部分に関して、単に「側周表面」という内容

を特定するための記載であり、特許権の権利範囲に該当するためには、切り餅の底面及び上面に

は切り込み部又は溝部を設けていても設けていなくてもどちらでもよいものと解釈しました。

そして、最終的に、裁判所はS社の商品がE社の特許権を侵害するものと結論し、S社に対し、

賠償金として約８億円（！）をE社に支払うように命じました。また、S社は、特許権侵害に該

当する商品を製造・販売することができなくなりました。この裁判（控訴審）は最高裁判所に上

告されましたが、上告棄却により、控訴審の判決が確定しています。

３ 「切り餅事件」と特許権取得の意義

（１）E社における特許権取得の意義

E社は、自社の知的財産（発明や創作によって生み出されたもの）である「切り込みを設けた

切り餅」を権利化しました。それは、厳しい食料品市場の中で、競争力の源泉となる自社商品の

強みを有効に保護するためであろうと推測されます。この「切り餅の側面に切り込み」という技

術は職人技でも何でもなく、言葉で人に伝達できる「形式知」に属する技術であるのでしょう。

これは、この技術について特許出願を行い、特許権を取得できたことからも明らかです。

（２）「切り餅事件」のポイントその１

「切り餅事件」のポイントとして、重要な点が２つあると思われます。１つ目は、「切り餅の

側面に切り込み」という技術が、特許権を取得できるような技術であったという点です。

特許権を取得するには、技術内容を言葉で適切に説明することはもとより、その内容が従来技
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術と比較して新規性・進歩性のあるものであることが必要です。新規性・進歩性があると認めら

れるためには、従来技術をある程度凌駕する技術的な特徴部分が必要となります。一方、「切り

餅の側面に切り込み」という技術は、この技術の開発者には失礼ながら、決して複雑な技術では

ありません。誰にでもすぐに理解し、習得できるような技術であるといえるのではないでしょう

か。しかしながら、このような技術でも特許にすることはできるのです。

実は、新規性・進歩性を満たすためには、高度な技術、いわゆる「ハイテク」な技術である必

要はないのです。それよりもむしろ、必要となるのはいわゆる「コロンブスの卵」です。聞いて

しまえば何でもないことでありながら、では聞く前に思いつくことができるかというと、意外に

思いつくのが容易でない技術内容。そのような技術内容が特許になるわけです。

（３）「切り餅事件」のポイントその２

「切り餅事件」の２つ目の重要ポイントは、特許権が保護するのは単に技術的な価値だけでな

く、もっと大きな価値であるという点です。

通常、商品の価値は、特許を取得した部分にのみ、存在するわけではありません。「切り餅」で

いえば、「切り餅の側面に切り込み」だけがその商品の価値ではないでしょう。「切り餅の側面に

切り込み」という形式知が生み出す付加価値は、市場における商品の競争力を高めます。しかし

ながら、商品をその商品として成立させるためには「暗黙知」が欠かせません。そもそも餅を餅
つ

として成立させているのは、切り込みではなく、原料となるもち米の選択、蒸したり搗いたりす

る加工処理、角型にする成型処理等の製造技術でしょう。そして、製造技術において重要になる

のは「暗黙知」です。「暗黙知」が餅を餅たらしめ、その上で、「切り餅の側面に切り込み」のよ

うな「形式知」が付加価値を生み出すことで、その商品を顧客に選ばれる商品たらしめているわ

けです。つまり、商品の価値を生み出すのは「暗黙知」と「形式知」の両方です。その中で「暗

黙知」が果たす役割は決して小さくないでしょう。それどころか、商品に真に深い価値を生み出

すのは「暗黙知」であるとも考えられます。ロングセラーの商品が長年、顧客に選ばれ続けるの

は、その商品の価値を深いところまで、つまり、職人技などの「暗黙知」を感じるレベルまで顧

客に知らしめることができたからでもあるでしょう。

しかしながら、どれだけ職人技で高品質な商品を製造しても、顧客に手に取ってもらえなけれ

ばその真価を発揮しようがありません。顧客が商品を手に取る決め手となるのは、しばしば「切

り餅の側面に切り込み」などの「形式知」による付加価値であると思われます。職人技的商品価

値を商品が溢れ返る店頭で顧客に知ってもらうことは至難です。これに対し、「切り餅の側面に

切り込み」などの「形式知」による付加価値は、顧客にとってすぐに理解しやすく、数ある商品

からその商品を選ぶメリットが比較的明らかだからです。

そして、特許権を取得することができるのは、「切り餅の側面に切り込み」のような「形式

知」なのです。自社商品の価値のうち、「形式知」によって生み出される価値について、自社が

特許権を取得することにより、他社に対して競合品の製造・販売を禁止し、もって、顧客に自社

商品を手に取ってもらうための付加価値を保護できます。これによって顧客に商品を選択しても

らえれば、晴れてその商品のより深い価値、例えば職人技による商品価値を顧客に届けることが
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できるのです。つまり、特許権などの知的財産権を取得することで、「形式知」に基づく商品価

値を保護できるのはもちろん、これを通じて間接的に、職人技などの「暗黙知」に基づく商品価

値を保護することになり、ひいては顧客の利益を守ることにもなるわけです。

４ まとめ

「１ 北海道の特許出願事情」において述べたように、北海道では、現状、必ずしも特許出願

が重視されているとはいえません。これは、単に産業構造によるという以外にも、さまざまな事

情によるものと考えられます。

しかしながら、「３ 「切り餅事件」と特許権取得の意義」において述べたように、特許制度

は高度な技術のためにのみあるわけではなく、また、特許権取得の重要性は単に技術的な価値を

守ることのみにあるわけでもありません。「切り餅の側面に切り込み」という一見、当たり前の特

徴であっても、それを保護することでさらに大きな価値を保護できることに、特許権を取得する

真の意義があるものと考えられます。また、実際、高度な技術でなくても、特許権を取得するこ

とは可能なのです。

以上に述べた観点から見ると、食料品を中心とした北海道の製造業にとっても、特許を活用す

る意義は小さくないといえるのではないでしょうか。特許権などの知的財産権を活用することが

皆様の企業経営に貢献し、ひいては北海道経済の向上に資することができれば何よりと存じま

す。
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１．物産展概要

９月６日�、７日�の２日間、ユジノサハリンスク市内の大型商業施設にて「ユジノサハリンスク道
北物産展２０１４」が開催されました。道北地方の自治体で構成される実行委員会が主催するこの物産展は

今年で２回目となります。昨年も参加した旭川市、稚内市、留萌市、紋別市、士別市、名寄市の６市に

加え、今年は富良野市、深川市、芦別市の３市が新たに参加し、出展品は野菜、果物、菓子、調味料な

ど３５品から９２品に増えました。

中でも、メロンやスイカをはじめとした青果に人気が集まり、午前中で完売したものもありました。

道産品の味や品質の良さは市民に浸透しており、「いつもすぐ売り切れるから、午前中に来た」との声

も聞かれました。また、羊羹、饅頭などロシア人にとってなじみのない商品もありましたが、試食販売

や調理例を記した冊子を配布するなど、販売方法には工夫が見られました。健康志向の強いロシア人が

増加しており「健康に良い」とのPRをした商品もよく売れていました。

サハリンでの日本製品の販売価格は、ロットの少なさ、輸送・通関時のコスト、生産者から小売店に

至る各業者のマージンなどにより、日本での販売価格の約３倍になってしまいます。物産展での価格設

定は出品者によりさまざまでした。市民に道産品の良さを知ってもらうためキャンペーン価格で販売さ

れているものもあれば、実際の流通コストを上乗せして「約３倍」の値段で販売されているものもあり

ました。

例えばメロンやスイカは、安いものではともに１玉約

１，３００円で、スーパーで売られているタイ産メロン、韓

国産スイカ（ともに１玉約２，０００円～）と比べても安い

価格設定でした。一方、流通コストを上乗せした商品の

中には苦戦を強いられたものもありました。今後、ビジ

ネスとして輸出を継続していくためには、コスト削減へ

の工夫も必要になってくると考えます。

これまで物産展等を通じて多様な道産品が輸出され、

経験が蓄積されたことにより、輸出入に係るトラブルは

アジアニュース

「ユジノサハリンスク道北物産展２０１４」
から見たロシアへの食品輸出について

ふるまい酒コーナーも大人気

北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 明史
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少なくなっているように感じます。今回の物産展の輸出

業者に話を聞いたところ、サハリン側のパートナー（イ

ンポーター）と協力し、商品の輸出は順調に行われたと

のことです。ロシア国内での商品販売に必要な国家認証

の取得、サハリンでの通関手続きなどはサハリン側のイ

ンポーターが行いますので、その選定は重要となりま

す。

ロシアが、欧米からの制裁に対して農産物の禁輸措置

を講じて以来、欧米産に代わって、中南米や中国、韓国

産の商品が並ぶようになりましたが、道産品にとっても

売込みのチャンスです。ユジノサハリンスク市内の高級スーパーでは、「日本の野菜と果物」という

コーナーが設置され、禁輸を補う役割が期待されています。

２．輸出に当たっての課題

道産品のサハリン向け輸出については、さまざまな課題があります。多くはサハリン側の問題です

が、道内企業にも工夫や、対策ができる部分がないか、諸外国の取り組みも参考に検討してみます。

� 通年輸出

最近、市民からは「物産展のときだけでなく、日常的に購入したい」、また、スーパーの仕入れ担当

者からは「中国産は通年入ってくるが、北海道産は夏場のみである。年中安定して北海道の商品を販売

したい」との意見が聞かれ、道産品の通年輸出に対する期待を感じます。しかし、現在主に利用されて

いる稚内～コルサコフ間の定期フェリーは夏場しか運航されていません。２０１６年度以降の航路存続が不

透明との報道もあります。

スーパーでは、ウラジオストク、ハバロフスクなどを経由して通年サハリンに入っている中国産品

が、空になった棚の穴埋めをしているのが現状です。

不定期船の活用や、本州企業が頻繁に利用しているウラジオストク経由での輸出など、最適な輸出

ルートを検討する必要があります。

� 価格競争力

スーパーの「日本の野菜と果物」のコーナーでは、たとえばリンゴ（Lサイズ）が１個５００円程度で

販売され、サハリンに富裕層が増えたとはいえ、多くの人が日常的に買える価格ではありません。特

に、原価の安い中国産などと並べると価格の高さが目立ちます。原価の安さには太刀打ちできないかも

しれませんが、価格を下げる工夫は必要だと考えます。たとえば、現在サハリンでは、小売店が販売価

格の３割程度を棚代として要求しており、価格が高くなる一因と言われていますが、継続的な輸出の実

列を成して買い物をするユジノサハリンスク市民
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施や、輸出側でも貿易リスクをシェアすることにより、棚代などのマージンを引き下げる交渉ができる

のではないでしょうか。

� 鮮度管理

物産展では、市民が商品を手にとってじっくり吟味する姿が多く見られました。消費者が自らの責任

で商品の品質を見極めるのが習慣になっており、鮮度に対しても厳しい目を持っています。定期フェ

リー利用の場合、収穫から店頭に並ぶまでの最短期間は５～６日ですが、北海道とサハリンの間のコー

ルドチェーン１は充実しているとはいえず、サハリンの税関には保冷の保税倉庫がありません。通関で

手間取ると、生鮮品にとっては致命傷となりかねません。鮮度管理には他の輸出国も苦慮しているよう

ですが、少しでもスムーズに通関が切れるよう有力な輸入業者と関係を持つことが必要です。

� 通関ルール変更への対応

８月から、サハリン税関の取扱ルールが変更となり、農産物については、それまでは比較的緩やか

だった「原産地証明書の確認」が厳格化されました。欧米の農産品の禁輸措置以来、第三国を経由する

ことで産地を偽装してロシアに入ってくる農産品が散見されることが、確認厳格化の要因と言われてい

ます。ロシア国内の事情や国際情勢によって、通関ルールはまさに「朝令暮改」です。ルール変更にう

まく対応できるよう、日頃から情報収集を密に行うことが重要となります。

道産品がサハリンの市場に浸透していくにつれ、課題も浮かび上がってきています。現地駐在員とし

て、お客様の個別のニーズに応じた鮮度の高い情報の収集・提供を行い、課題をひとつずつ克服するお

手伝いを致します。道庁の出先機関として現地サハリン州政府とのパイプを活かせることも強みです。

ぜひお気軽に北海道サハリン事務所をご活用ください。（国内でのご連絡は国際部国際企画課 ０１１‐２６１

‐４２８８まで）

１コールドチェーンとは、生産から消費に至るまで、商品を低温のまま流通させる仕組み

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２０／本文　※柱に注意！／０２６～０２８　アジアニュース（ユジノ）  2014.10.22 13.02.12  Page 28 



アジアニュース

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４４３ ９２～２１６ ２７０ ２４０ １９１～２９９

牛乳 １リットル 現地産 ２３５～４９４
４０

（２４３ml）
１３５

２７４
（８３０ml）

１５２～２９６

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０８～２３０ ２２～１１７ ２０２
９８

（アメリカ産）
４４

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １３８ １４５
２９７

（１個）
１２８

（１個）
１４９

（エジプト産）

小麦粉 １kg １４５ ２４６ １５５ ２２３ １１６

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０２ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９７ １６２ ３２６ ２３８

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８５ １１５ ２５３ １３７ ４５７

ミネラルウォーター ５５０ml ２４ ２６ ２３ １３３ ４１～９９

コーラ ３３０ml コカコーラ ３７ ３５ ４７ ７３ １０８

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３０１ ２９２ ６７６ ４０３ －

タクシー初乗り ２４８ １７７ １１８ ２９２ ４１５～５５４

ガソリン １リットル レギュラー １３２ １２６ １４１ １８９ １０２

トイレットペーパー １０巻 日本製
２３２

（現地製４巻）
４８７

４７３
（現地製）

５５８
３４９

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１５

（現地製）
８４

（現地製）
３２１ ２７２ １２７

洗濯洗剤 １kg 日本製
２４６

（現地製）
２１０

（現地製）
４０５ ２４０ ７４７

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １７７ ２６５ ２７０ ３４３ ５５４

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ５０ ２３ ９

水道料金 １� 住居用 ３４ ５４ ３３ １００ ８８

新聞 １部 一般紙 １７ １７ １６ ７７ ６６

バス 市内均一区間 ３５ １７～３５ ２７ ８５～１８０ ４１

地下鉄 初乗り ５３ － ７４ ９４～２０６ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８３，１１８ ７７，９９４ ７９，９３７ ８４，８８８ ６９，２２２

基本料金／月 ８１５ １，０２８ ２，７０４ ４，６５７ ４，１５５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９７５～２，４８２１，０６３～１，４１８６７６～１，５２１ ９８８ ５５４～１，２４６

現地価格調査（２０１４年１０月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年９月３０日仲値
１中国元＝１７．７３円 １タイバーツ＝３．３８円 １シンガポールドル＝８５．９２円 １ロシアルーブル＝２．７７円
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― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

カンエイ実業株式会社 様 札幌市 坂下 修氏 ５千万円
平成２６年９月２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４３年設立の総合ビルメンテナンス業者。メンテナンス主体にビル管理・分析・施設管理・整備・管
工事・不動産賃貸業等、経営を多角化。同社環境科学研究所では、空気環境測定や飲料水水質検査を行
う等、環境・衛生対策に注力。平成２６年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

２

株式会社マーシャルホーム 様 札幌市 松本 聖紀氏 １千万円
平成２６年９月１７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
平成１６年設立のマンションの再生リフォーム販売を中心とした不動産販売業者。ワンルームからファミ
リータイプに至るまで豊富な施工実績を有する。平成２４年には環境配慮に積極的な企業として「さっぽ
ろエコメンバー登録制度」に登録された。

３

S Dエンターテイメント株式会社 様 札幌市 河野 正氏 １億円
平成２６年９月１９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ４億円 ５年
JASDAQ上場。須貝興行㈱として設立後、㈱スガイ・エンタテインメント、㈱ゲオディノスと商号変更。
ゲーム・ボウリング・シネマなどの複合アミューズメント施設を展開。本年１月に健康コーポレーショ
ン㈱と資本・業務提携、７月に現商号。フィットネス事業等でグループのシナジー効果を高めている。

４

株式会社データスペース 様 札幌市 浦谷 秀雄氏 １千万円
平成２６年９月１９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６２年設立の携帯電話・通信機器の販売業者。NTTdocomo製品を取り扱いしており、札幌市内にド
コモショップ中島公園店・南平岸店・平岸店の３店舗を展開。平成２５年に「さっぽろエコメンバー登録
制度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

５

株式会社恵新自動車学園 様 小樽市 近藤 弘次氏 ３千８百万円
平成２６年９月１９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ８千万円 ５年
昭和４４年設立の自動車教習所。札幌、小樽、余市、伊達の４教習所で、普通免許・二輪免許から大型特
殊免許に至る各種免許取得のための教習を行う。教習生にエコドライブ推進を図るなど、環境に配慮し
た取り組みを行っており、平成２６年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録・認証された。

６

株式会社Ｔ．Ｆ．Ｋ 様 東京都港区 黒川 哲美氏 １億４千５百万円
平成２６年９月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
平成１６年設立の総合保険代理店。生命保険１６社、損害保険１１社の保険を取り扱いし、札幌を含む全国３０
か所に店舗展開している。保険のスペシャリスト集団として、お客様のニーズに応えるべく万全の体制
を整えている。平成２４年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録、エコ企業として認定。

７

株式会社宮北都市開発 様 札幌市 宮北 秀吉氏 ４千８百万円
平成２６年９月２４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和６２年設立の不動産賃貸・仲介・管理業者。札幌市内および近郊に自社物件を多数所有。物件のこと
から周辺環境まで熟知したスタッフが、丁寧な対応でお客様のニーズに応えている。平成２６年に「さっ
ぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業としても認証を受けている。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

９月の私募債発行企業
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― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

８

株式会社後藤田組 様 千歳市 後藤田 真次郎氏 ２千万円
平成２６年９月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和１８年創業の建設工事業者。市営住宅・学校他各種公共施設の建設・改修工事や住宅防音工事、下水
道・河川・公園整備工事等を手がける。平成２２年に「ECOちとせ」、平成２６年に「北海道グリーン・ビ
ズ認定制度」に登録し、エコ企業としての認定を受けている。

９

イゲタ晴株式会社森組 様 帯広市 森 定晴氏 １千万円
平成２６年９月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５１年設立の土木工事業者。数多くの受注実績を有しており、地域基盤整備の一翼を担っている。ま
た、環境保全にも積極的に取り組んでおり、平成２６年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、
エコ企業としての認証を受けている。

１０

株式会社難波薬局 様 札幌市 難波 久子氏 １千万円
平成２６年９月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ２年
昭和３５年設立の調剤薬局。「全ては皆様の健康の為に」をモットーに、迅速で安心できる調剤を心掛けて
いる。また待合室には趣向を凝らした生け花を飾っており、清潔で明るい薬局であるよう努めている。
平成２５年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業との認証を受けている。

１１

株式会社芭里絵 様 札幌市 �橋 宰氏 ８千万円
平成２６年９月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５２年創業の美容業者。「バリエ」、「モッズ・ヘア」、「フレンズ」、「アローズ」の４ブランドの美容室
とエステサロンを札幌市内で２４店舗展開している。環境に配慮した経営を行っており、平成２６年に
「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録、エコ企業としての認証を受けている。

１２

株式会社ヤマカ嘉成水産 様 紋別市 嘉成 正己氏 ５千万円
平成２６年９月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和４０年創業、道内トップクラスの「飯ずし」メーカー。「味に親切、味に真実、味に真心」をモットー
とし、徹底した衛生管理で高い品質を保ちながら、全国に北の味覚を発信し続けている。平成２２年に
「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業としての認定を受けている。

１３

株式会社�橋工務店 様 美幌町 �橋 広明氏 ２千万円
平成２６年９月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年
平成２年設立の建築・土木工事業者。「ソトダン２１工法」の採用により、高断熱・高気密で省エネルギー
効果が得られる、健康・快適・安心な心地よい空間を提供。町内産のFSC森林認証商材を使用する住宅
を提供するなど環境保全に取り組んでいる。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

１４

株式会社クリーンリバー 様 札幌市 古川 浩二氏 １億円
平成２６年９月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ２億円 ７年
昭和５３年設立のマンション建設・販売及び不動産賃貸・管理業者。「企画・販売・管理一貫体制」のも
と、道内で確固たる基盤を確立。高品位マンション「フィネスシリーズ」は本年１５周年を迎え、数多く
の入居者から高評価を得ている。平成２６年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

１５

株式会社クリーンリバー 様 札幌市 古川 浩二氏 １億円
平成２６年９月２９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３億円 ７年

同上

１６

小野青果株式会社 様 札幌市 出町 義広氏 ２千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和３９年設立の青果物卸売業者。札幌市中央卸売市場内にて野菜や果物を小売店に販売。なかでも、山
菜やアスパラガス、トウモロコシの取り扱いに強みを持っている。また、札幌市と連携、協定書を締結
し、地域社会の食の創造に取り組んでいる。平成２５年に「さっぽろエコメンバー」に登録。

１７

株式会社ジン 様 札幌市 神 廣幸氏 ３千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６０年設立の不動産売買業者。マンション・一戸建て・土地売買等、新築・中古問わず不動産に関す
るあらゆるニーズに応えている。戸建分譲の「ジェイナスシリーズ」は、「都心至近」「好アクセス」の
住環境を提案している。平成２６年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に認証・登録された。
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私募債発行企業のご紹介

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１８

帝国セキュリティ株式会社 様 札幌市 �野 信太郎氏 ２千１百万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５２年設立の警備会社。ビル・事務所等の一般警備のほかに、情報収集・企業機密の防衛など現代社
会に即応した特殊警備隊を設けており、起こり得る社会不安の芽を事前に摘み取る努力を続けている。
平成２６年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

１９

株式会社サンセリテ 様 札幌市 山本 陽子氏 ３千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ７年
平成１０年設立のサプリメント・健康食品・化粧品の企画、通信販売業者。健康補助食品品質管理基準
（GMP）に準拠した国内工場で製造する 「グルコサミン」を中心に、ダイエットハーブティーや薬用入
浴剤など安全・安心・高品質なアイテムを、全国にお届けしている。

２０

株式会社小杉築炉 様 伊達市 小杉 芳昭氏 ５百万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６３年設立の各種工業炉・窯炉等の設計、耐火物施工業者。セメント、製紙会社向け工業炉メンテナ
ンスが主業。設立以来蓄積した技術・保全管理からお客様の信頼は高く順調に業容を拡大してきた。環
境保全にも積極的に取り組み、平成２５年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録された。

２１

株式会社グランドホテル藤花 様 名寄市 小西 浩之氏 ９千７百万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４７年設立、市内随一の大型ホテル。全９８室の客室と市内中心部に位置するロケーションでビジネス
や観光に最適。レストラン・式場等の施設も充実し、日本料理「福鶴亭」では、地元産の北の幸をふん
だんに使った四季折々の味覚が楽しめる。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

２２

建成ホーム株式会社 様 登別市 畠山 吉晴氏 １千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
平成元年創業の西胆振地区ではトップクラスのハウスメーカー。FP工法による高気密・高断熱を追求
した住宅のほか、自然素材にこだわりぬいた「無添加住宅」、樹齢１０００年を超えるヒバ材を使用した
「郷の家」など様々な住宅建築に定評がある。平成２４年には苫小牧社屋に太陽光発電を取り入れた。

２３

株式会社大岩工業 様 八雲町 岩村 康平氏 ２千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ７年
昭和５６年設立の建設業者。ホテルや工場の建設工事、戸建住宅の建築工事のほか、専門工事では道南地
区の三和シャッター代理店も兼ねている。道南以外にも札幌、伊達、東京に営業所を開設している。平
成２６年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業としての認定を受けている。

２４

三新輸送株式会社 様 恵庭市 梶浦 民夫氏 １千６百万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５９年設立の運送業者。三和シャッター製品の運送を中心に、これまで順調に業績を伸張している。
安全第一を心掛け、迅速かつ確実な輸送に努めている。環境保全にも積極的に取り組んでおり、平成２６
年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

２５

英和工業株式会社 様 札幌市 飯田 拓郎氏 ２千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
昭和５０年設立の国内屈指のクロムメッキメーカー。品質本位を経営理念に、一歩進んだ技術開発、高品
質化に努め、建設機械・農業機械の修理・再生、部品製作等、幅広い加工ニーズに対応。短期間で確か
な製品を納品し、全国の顧客から高い信頼を得ている。「ISO１４００１」に認証・登録されている。

２６

英和工業株式会社 様 札幌市 飯田 拓郎氏 ２千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ７年

同上

２７

株式会社オルデック 様 旭川市 遠藤 正彦氏 １千万円
平成２６年９月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ７年
平成１６年設立のリサイクルショップ。ブランド品・時計・貴金属専門の「L.Pure（ルピュア）」を６店舗、
生活家電・雑貨・ホビー等の大型店「DON-DON（ドンドン）」を３店舗運営。新たに今年９月、同社最大
店となる「DON-DON永山店」をオープン。平成２５年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年４～６月 １００．４ ０．１ ９６．１ １．６ １００．１ △１．６ ９５．５ △１．０ １０６．９ １．１ １０７．６ ０．４
７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 ９７．０ △４．８ ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ １０２．５ △０．２ １１０．６ ４．６

２５年 ８月 １００．７ △０．３ ９７．１ △０．５ １００．５ △０．８ ９６．１ ０．１ １０６．５ １．０ １０７．６ △０．７
９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 ９６．２ △２．５ ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ １０２．５ △１．１ １１０．６ ２．０
７月 r ９８．４ ２．３ r ９７．０ ０．４ r ９５．９ ２．８ ９５．９ ０．７ r１０２．６ ０．１ r１１１．６ ０．９
８月 p９６．６ △１．８ ９５．２ △１．９ p９３．６ △２．４ ９３．９ △２．１ p１０４．７ ２．０ １１２．６ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１

２５年 ８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１７△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 r ８０，７８９ １．１ r １７，１７４ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００５ △０．６ r ６３，１４４ １．８ r １１，１６９ ０．７
８月 p ８０，９２３ ２．５ １６，２６３ ２．８ p １５，７６３ ０．５ ４，７３８ １．８ p ６５，１６０ ３．０ １１，５２６ ３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２０／本文　※柱に注意！／０３３～０３６　主要経済指標  2014.10.20 18.53.59  Page 33 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ ０．０ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．８ ０．３ ９９．９ ０．０ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２

２５年 ８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．２ １．３ １００．４ ０．８ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ １０２．９６ １５，４２５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９

２５年 ８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２０／本文　※柱に注意！／０３３～０３６　主要経済指標  2014.10.20 18.53.59  Page 34 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７７ １３．５ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４

２５年 ８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ６，８２４ △３．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２７５ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年４～６月 ２，８５２ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３０ ３．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０

２５年 ８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ － ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９
８月 １，３９６ △１．９ ０．８５ ０．９７ － ３．５ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年４～６月 １１０，８２２ １５．５ １７５，９９６ ７．０ ４３４，６０７ １６．５ １９６，４８８ １０．３
７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ r ３０１，６４６ △３０．６ ２０１，６９６ ２．７

２５年 ８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２１ １４．６ １６６，０２７ １８．６ ６７，５３５ １６．２
９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ r ９３，７９３ △１８．５ ６７，６９０ ８．５
７月 r ３７，６０１ ２．７ ６１，９２０ ３．９ r １０３，６００ △２１．９ r ７１，５６９ ２．４
８月 p ３４，９６５ △４．１ ５７，０６３ △１．３ p１０５，５０２ △３６．５ p ６６，５６０ △１．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７

２５年 ８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１１月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向調査 （平成26年7～9月期実績、平成26年10～12月期見通し） 

●北海道の特許出願事情と特許権取得の意義～食料品製造業を中心に～ 

●「ユジノサハリンスク道北物産展2014」から見たロシアへの食品輸出について 

調査レポート 2014.11月号（No.220） 
平成26年 （2014年） 10月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２０／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2014.10.20 20.19.09  Page 1 


	00001.p1
	00002.p1
	00003.p1
	00004.p1
	00005.p1
	00006.p1
	00007.p1
	00008.p1
	00009.p1
	00010.p1
	00011.p1
	00012.p1
	00013.p1
	00014.p1
	00015.p1
	00016.p1
	00017.p1
	00018.p1
	00019.p1
	00020.p1
	00021.p1
	00022.p1
	00023.p1
	00024.p1
	00025.p1
	00026.p1
	00027.p1
	00028.p1
	00029.p1
	00030.p1
	00031.p1
	00032.p1
	00033.p1
	00034.p1
	00035.p1
	00036.p1
	HYO2.p1
	hyoshi.p1

